

















































































































































































































































































































































































 ， ， ，およ
び は自明である。
そもそも， が成立するためには，［２４］より，
 および［２５］の が成
立することが示されればよい。そこで，まず［１７］を用いることによって，
 を，次式の通り変形する。
確率的分析　　（佐藤）
－１６９－
［３９］
また［２１］によれば，
［４０］
であるから，［３９］および［４０］を用いることにより，次式が得られる。
［４１］
したがって，［４１］の確率の中の不等式における左辺および右辺を，それ
ぞれをαおよびβとおけば，［２６］を証明することは，それぞれ（人）（α）→
（０，１），および（仁）β であることを示す問題に帰着する。
（人）（α）→（０，１）の証明
　［１８］および［１９］より，
［４２］
であるから，ここでは（０）がリアプノフの条件を満たすことを示すこ
とによって，（人）において中心極限定理が成立することを明らかにする。具
体的には，３として次式が成り立つことを証明する。
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－１７０－
［４３］
ここで， であるから，これを
［４３］に代入すれば，次式を得る。
［４４］
ここで，→∞のとき，→１２より
［４５］
が得られることから，リアプノフの条件が満たされることが示された。□
（仁）β の証明
　まずβを次式の通り変形する。
［４６］
ここで，→∞のとき，［１８］および［１９］で示された（０）の期待値と
分散は，それぞれ，μ→μおよびσ２→σ２に収束するものとする。これよ
確率的分析　　（佐藤）
－１７１－
り次の２式が得られる。
［４７］
［４８］
［４７］より，
［４９］
となるから，［４９］を［４８］に代入することにより次式を得る。
［５０］
ゆえに，
［５１］
となることが必要である。ここで，→∞より（μ）２→０であるから，
（）２σ２となるようにを定めればよい。これを満たすようなおよび
は次のようになる。
［５２］
このときロピタルの定理より，
［５３］
が言えるから，は次式のようにおくことが可能である。
［５４］
ここで［５２］および［５４］を用いれば，次式が得られる。
金沢大学経済論集　第３１巻第２号　　２０１１.３
－１７２－
［５５］
また，
［５６］
さらに，
［５７］
であるから，
［５８］
となり，β は証明された。
以上より， である。□
確率的分析　　（佐藤）
－１７３－
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後藤晃範（１９９９）「損益分岐分析の離散型動的モデルへの拡張」，『管理会計学』第７巻第１・
２合併号。
佐藤靖・佐藤清和（２０００）『キャッシュ・フロー情報－ブームの異現象を超えて－』同文舘
出版。
佐藤清和（２０１０）「不確実性下における分析の連続時間モデルへの拡張」金沢大学経済
論集，第３０巻第２号。
原田重寿（２０００）『金融・証券のためのブラック・ショールズ式とその応用』東京図書。
１）後藤（１９９９）では，離散時間型のの時系列が巧妙な形で図式化されている。し
かしながら，の各要素は確率過程として論じられていない。
２）本稿における２項確率過程ならびに連続時間モデルに関する議論は，	


［１９７６］，	
［１９７９］に依拠している。また本稿の計算過程の多くは，原田（２０００）
による	
［１９７９］の解説に負うものである。
３）この条件が成立することの証明は，を参照せよ。
４）この計算過程については，佐藤［２０１０］の１を参照せよ。
５）以下の計算の詳細については，佐藤［２０１０］の２を参照せよ。
